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＜精神保健福祉の動向について＞

　　　　　東京都・厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 精神保健福祉課長　矢島　鉄也氏

　平成14年12月「精神保健福祉対策本部」が設置。中間報告にて「入院医療中心から地域生活中心へ」という方針を押し進めていくため、平成15年9月から「精神病床等に関する検討会」「精神障害者の地域生活支援の在り方に関する検討会」「心の健康問題の正しい理解のための普及啓発検討会」の3つの検討会を開催。精神障害者が可能な限り地域において生活することができるよう、必要な保健医療福祉サービスの資源を確保し、適切に配分していくための具体的な施策を検討。

　「精神障害者の地域生活支援の在り方に関する検討会」では、入院患者の社会復帰や地域における生活を支援するための施策やサービス等が十分に進んでいないことを踏まえ、地域に必要なサービスの種類・量や今後必要となる取り組みについて検討。　　　　　　　　　

●医療監護法　平成15年7月

・目的…心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に対し、その適切な処遇を決定するための手続等を定めることにより、継続的かつ適切な医療並びにその確保のために必要な観察および指導を行うことによって、その病状の改善及びそれに伴う同様の行為の再発の防止を図り、もってその社会復帰を促進する。

・1年半の入院期間での退院・社会復帰を目標。入院病院は公立病院（約24ヶ所）のみ。

・通院は地域体制で強制的に通院させる。通院期間は3年を目標。延長しても5年が目標。通院の場合は、民間病院も可。

・保護観察所にてフォロー。社会復帰審査官としてPSW等の職種が配置。

●平成17年度介護保険見直し

・介護保険制度を受けられる範囲の見直し→障害者は対象なのか。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　介護保険を障害者が利用する事により地域差は減る。

●包括型地域生活支援プログラム（アクト）

　諸外国では、包括型地域生活支援プログラムの導入により「入院期間の短縮」「地域生活の安定」「患者の満足度」について、明らかな効果が報告されている。日本でも、包括型地域生活支援プログラムの手法を導入することにより、重度精神障害者も入院治療中心から、地域生活への移行が進むことが期待される。

●精神保健法改正　平成17年度改正予定

　平均在院日数の短縮化・退院促進と精神病床の機能分化・重度精神障害者の地域生活への移行と通院治療継続のための支援体制作り・退院可能な精神障害者の地域での受け入れ体制作り・再入院防止体制作り等、地域での生活を視野に入れた改正を行なう必要があるのではないか。

　

＊考察

　まず、今回講演の中心であった「医療監護法」について、勉強不足であり、制度を理解していなかった。この法律の対象者と措置入院の対象者の違いがわからず、また、措置制度があるのにも関わらず、新たに医療監護法ができた意味も理解できなかった。病気と障害を併せ持つ対象者に対し、入院期間目標（1年半）、特に通院期間目標（3年）という期間設定がしてあるのはどうなのであろうという疑問もわいた。

　介護保険の対象に障害者も含まれるべきかという論議もあったが、精神・知的障害と身体障害を平等に審査し、サービス提供することは可能なのかという疑問がある。介護保険を利用するとこによって、地域差はなくなるとの話であったが、地域にあったサービスが存在してれば良いのではないかいう考えも浮かんだ。

＜精神科救急医療の現状と問題点　兵庫県の精神保健福祉施策について＞

　　　　　　　　　　　　　　　兵庫県・兵庫県健康生活部福祉局障害福祉課長　山本　嘉彦氏

　平成6年10月、兵庫県精神科救急医療システム開始。精神科救急医療施設は、当初、休日昼間のみの実施。5つの圏域のうち、2圏域で合わせて1病院1床のみの空床確保。事業実施日や事実内容を拡大し、現在、大都市圏を含む2圏域では輪番制を採用し、圏域ごとに1病院1床、計2病院２床による空床確保を行っている。過疎地である3圏域では、空床確保を行わず、入院が必要なケースごとに病院に依頼を行う体制。

　精神科救急相談受理窓口は、休日の昼間のみの運営で、相談員も1名のみ。平成15年には、精神保健福祉士の相談員を2名配置し、警察・救急・本人・家族からの相談を受け付け、入院受け入れのための関係機関の調整を一括して行っている。

＊考察

　人口が多い地区での、精神科救急体制を学ぶことができたと思う。精神科救急相談受理窓口は、係りつけ病院がない方等にとっては、公共の相談する場所がはっきりしており、また、救急時の流れが一本化されているように感じた。

＜当院の老人性痴呆疾患治療病棟における退院状況について＞

　　　　　　　　　　　　福岡県・医療法人社団相和会　中村病院　岩永　慶子氏・山口　祐二氏

　老人性痴呆疾患治療病棟の患者の退院先は自宅にとどまらず、症状に応じて病院や介護保険施設などの他の施設との連携が重要である。老人性痴呆疾患治療病棟の退院状態について調査し、PSWの関わりについての検討・報告。

●病院規模

　精神科一般病棟125床　老人性痴呆疾患治療病棟60床　内科療養病棟45床

　痴呆疾患デイケア・精神科デイケア併設

●老人性痴呆疾患治療病棟

　精神症状や問題行動が著しい痴呆で、自宅や施設で療養が困難な者に対し、精神科的医療と手厚いケアを短期集中的に提供

●退院先

　70歳未満　 　　①自宅26％　②介護保険関連施設23％　③治療途中での転院20％　

④治療終了後の転院7％　⑤院内での転棟17％　⑥死亡5％

　70歳～79歳    ①自宅31％　②介護保険関連施設24％　③治療途中での転院19％

　　　　　　　　　④治療終了後の転院9％　⑤院内での転棟11％　⑥死亡5％

　80歳以上　　　 ①自宅28%  ②介護保険関連施設28%  ③治療途中での転院17%

                  ④治療終了後の転院11%  ⑤院内での転棟11%  ⑥死亡7%

●在院日数

　70歳未満　　　 ①30日以内26％　②3ヶ月以内23％　③6ヶ月以内9％　④1年以内24％

　　　　　　　　　⑤1年超13％

　70歳～79歳　　①30日以内26%   ②3ヶ月以内26%  ③6ヶ月以内20%  ④1年以内12%

                  ⑤1年超15%

　80歳以上　　　 ①30日以内23%   ②3ヶ月以内32%  ③6ヶ月以内19%  ④1年以内16%

                  ⑤1年超10%

●PSWの役割

・他機関、施設、他職種との連携

1 気軽に相談できる窓口の確保

2 正確な情報提供

3 病院内での情報共有化

入院、受診予約の把握・連絡調整

退院に向けての個別カンファレンスの実施

・家族への情報提供

1 痴呆症の知識や情報提供（家族教室）

痴呆の進行の仕方

介護保険

2 家族の関わり方

適度に生きがいができるような頑張らない為の方法

見守る家族の生活確保

＊考察

　当院との違いとしては、内科療養病棟が45床あることと、院内に痴呆疾患デイケアを併設していることだと思う。退院後の介護保険施設への入所がそれほど多くない理由にも、併設部署が関係しているようにも思った。PSWとして痴呆の患者様への援助として、本人への適切な援助の他に、介護者となる家族のニーズ把握が非常に大切であることを感じた。利用できる資源の把握、基盤となる制度の整備を行う必要性を再認識できた。

＜精神科病院のPSW　外来機能の充実のために今、求められるもの＞

大阪府・医療法人長尾会　ねや川サナトリウム　米坂直美

　患者ニーズの多様化、入院医療から地域ケアの推進など、精神科医療福祉は、今まで以上に変化を求められている。この変化に対して柔軟に対応し、役割に果たすことができないのではないかと考え、PSWの担当方法を見直すこととした。外来担当を従来の急性期担当（2名）の兼務制より、専属PSW1名・フォロー2名の3名に以降後の検討・報告。

PSWの担当方法　入院患者が中心で、入院歴のない通院患者の場合、患者からの求めがない限り、担当者が決まらない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　 外来専任者を配置し、担当性に変更

　　　　　　　　　メリット

· 訪問等の介入が素早くでき、患者の生活面を見る機会が生まれ、社会的視点からの捉え方容易になる。

· 外来スタッフや外部機関との積極的な連携にて、ケースの共有化及び統一した関わりを展開でき、そこからサポート体制の構築につながり易くなる。

デメリット

· ケースの継続性に留意が必要となり、担当変更等で患者を見失わない関わりが必要。

●外来担当PSWの今後の課題

1 効率的な関わりを実施できるように各部署との連携

②　外来患者の把握とコメデカルとの連携

　　隠れたニーズを持つ患者への介入、及び情報の共有のための気軽な情報提供の重要性を意識化とそのシステム作り

③　退院者に対するフォロー体制の構築

　　退院予定者へカンファレンスを実施

④　グルワーク導入検討

　　治療中断、既存の資源に馴染めない患者へ居場所の提供、次に踏み切れない患者へ向けて

⑤　情報提供の方法

6 外来患者のプライバシーの確保

7 PSWがより効率的な活動ができるシステム

＊考察

　外来担当と入院担当を区別することにより、責任や役割の所在がはっきりするというメリットは感じた。退院者のフォロー等に関しては、入院時の担当が引き続きフォローしていく方が、信頼関係や患者理解という点から考えれば良い部分も多いのではないかと思う。外来担当者の役割と、地域生活支援センターの役割が重なる点があるようにも感じた。病院のPSWとして、外来の患者がどこに相談すればよいのかをわかりやすくすることは必要であるし、制度的な援助も適切に行う役割を担わなければと思う。

＜全体の感想＞

　今回、初めて学会に参加させて頂き、PSWだけではなく、医師や看護といった様々な職種の視点による発表、各病院・施設での実際の活動を学ぶ大変貴重な経験となったと思います。特に、今回は関西地区の発表が多かったのですが、人口規模の違う地域での活動内容の相違点というのを感じることが多かったです。当り前のことですが、地域性による体制の違いの中にも、基本となる制度は同じであることを感じ、制度の正確な把握は必要不可欠であることを再認識しました。また、今回の学会にて新たに学ぶ制度もあり、自分の勉強不足と共に、学ぶ機会となりました。今後、業務を行なっていき、様々なケースに対応し、経験を積んでいく中で、今回、あまり現実的に受け止められなかった検討内容等も、自分の考えを踏まえて考えられるように思います。学会での気付きを業務に活かし、PSWとしてのして幅広い視野で学んでいければと思いました。


